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研究成果の概要（和文）：　研究成果の要約は以下の通りである。資本国籍によるＨＲＭシステムの多様性が確認され
るという事実がある一方、その多様性は、職務設計やインセンティブ・システムにおいて、当初の本国方式の移植に由
来する経路依存性に強く反映される事が明らかにされた。しかし、その他のＨＲＭ施策においては資本国籍別の多様性
はあまり見られないことも確認された。
　

研究成果の概要（英文）：We examine the variety of the HRM system by the capital nationality.We found that 
variety was strongly reflected in duties job design and an incentive system. We supposed that Path Depende
nce causes the variety.In addition, we found that other HRM practices did not have variety.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
（１）社会的背景 
近年、中国やＡＳＥＡＮ諸国といったアジ
ア地域は、高成長地域として、そのプレゼン
スを大きく高めている。 
このアジア地域に展開している、各国企業
の人材マネジメント（ＨＲＭシステム）を比
較考察し、それぞれに見られるＨＲＭの相違、
多様性を明らかにすると同時に、その多様性
を生み出す要因を動態的・静態的に解明する
ことが必要とされている。 
 
（２）学術的背景 
①ＨＲＭの国際比較研究 
ＨＲＭの展開に関する国際比較研究は、個
別施策の展開状況を比較する個別アプロー
チと、ＨＲＭをシステムと捉えシステム間の
比較を行うシステムアプローチに分けられ
る。個別アプローチに類する研究では、本田
(2001)が、日米独企業の昇進制度に関して比
較を行い、昇進ペースなどの違いを明らかに
している。また、小池(2005)は、昇進過程に
おけるキャリアの幅の違いを、日米比較を軸
に詳細に検討している。その他、賃金制度比
較(須田，2007)、人事考課制度比較(木元，
1994)、成果主義施策の比較（正亀，2007）
など多くの研究が行われてきた。さらに、上
林(2002)は、ミドルマネジャーの職務設計に
焦点をあてた日英比較を行っている。これら
各施策の比較研究によって、ＨＲＭ施策の国
別の多様性が明らかにされてきた。 
これら、ＨＲＭの個別アプローチの蓄積に
対して、ＨＲＭシステムとしての比較を試み
た研究群が存在する。我が国においては、比
較制度分析の観点からの比較を試みた、青木
(1992)、浅沼(1997)が、理念型としての日本
企業と米国企業の比較を通じて、各国のＨＲ
Ｍシステム合理性の説明を試みた。さらに、
Marsden(1999)は、演繹的に導出したモデル
を用い、日米のみならず英仏独など主要欧州
各国の比較分析を行い、システム多様性を視
野に入れた分類と、各々のシステムの合理性
を説明した。Marsden(1999)は、さらに、各
ＨＲＭシステムは、それまで継続してきた社
会的ルールに拘束されることに言及し、制度
の多様性が、一時点における合理性ではなく、
社会によって共有されている既存の雇用慣
行によって影響されることも明らかにした。 
 
②ＨＲＭの海外展開に関する研究 
ＨＲＭの海外展開に関しては、米国におけ
る日本型生産システムの定着研究と、中国日
系企業のＨＲＭの展開に関する研究が大き
な研究潮流と位置づけられている。前者（米
国）では、安保ら(1992)が、生産システムの
移転過程を詳細に分析し、鈴木(1991)が、自
動産業を取り上げ、日系企業の現地経営の実
際を明らかにしている。後者（中国）では、
古田(2005)や関(2003)らが、個別企業を対象

に、現地化過程を詳細に分析している。また、
個別施策の定着過程の分析として、中長期雇
用志向（原口，2008）、育成重視志向（姜，
2005）、内部昇進への移行傾向(松繁，2003)、
勤続年数に比例する賃金（楊・奥林，2003）
などがあげられる。さらに、原口(2009)は、
日系製造業の賃金制度が、現地定着と共に短
期業績主義化していく状況を明らかにして
いる。 
①および②であげた既存研究の成果を鑑
みると、個別施策の国際比較、各国企業が本
国で展開しているＨＲＭ施策の詳細やＨＲ
Ｍシステムの合理性等が明らかにされたと
言えよう。また、ＨＲＭの海外展開の検討に
よって、海外における個別施策の展開状況な
ども明確化されてきたと言えるだろう。 
 
③本研究の着眼点 
現在、中国、ＡＳＥＡＮなどのアジア地域
には、日系企業の他、欧州系、米国系、韓国
系など先進国の企業が大挙進出している。そ
こでは、類似した条件下でありながら、資本
国籍によって異なるＨＲＭシステムが展開
されている。白木(2006)は、この同一地域で
の資本国籍によるＨＲＭ多様性にいち早く
着目し、日系、欧州系、米国系企業の個別Ｈ
ＲＭ施策上の差異が存在していることを明
らかにした。この発見事実はまた、あらたな
研究課題を明確化することになった。それは、
アジア地域で起きている「類似条件下におけ
る、資本国籍毎のＨＲＭシステムの多様性は
いかなるものか？」および「その多様性がな
ぜ起こるのか？」というものである。 
そこで、本研究では、アジア地域における
資本国籍毎のＨＲＭシステム多様性の実態
を明確化し、そのような差異が起こるメカニ
ズムを動態的に把握することを目指す。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、このアジア地域に展開している、
各国企業の人材マネジメント（ＨＲＭシステ
ム）を比較考察し、資本国籍毎に見られるＨ
ＲＭシステムの多様性を明らかにすると同
時に、その多様性を生み出す要因を動態的・
静態的に解明することを目的する。これを達
成するために、以下の三つの課題を設定する。 
①ＨＲＭ戦略類型の解明 
②本国と進出国間のＨＲＭシステムの相違
点の解明 
③ＨＲＭシステム定着過程の解明 
 
３．研究の方法 
本研究目的を達成するため、以下のような
研究方法を選択した。 
（１）研究体制 
 研究計画を遂行するために、サブテーマご
とにチームを編成するが、一人の研究代表者、
分担者、協力者が複数のサブテーマに属する
体制をとった。 



（２）調査実施国・地域 
 調査実施国は、中華人民共和国およびＡＳ
ＥＡＮ諸国（主にインドネシア、マレーシア、
タイ）、ならびに米国で実施した。もちろん
日本企業に対しても同様の調査を実施した。 
（３）調査方法 
 各国企業に対して、質的・量的の両側面か
ら、調査を実施した。調査企業数は 50 社以
上であった。 
 
（４）課題別の研究遂行方法 
①ＨＲＭ戦略類型の解明 
まず、企業が採用する戦略とＨＲＭの整合
性に関する検討をおこなった。具体的には、
ＨＲＭシステムの選択はそれぞれの地域で
採用される戦略に影響することから、
Bratton and Gold(2003) らが指摘している
ＨＲＭ類型と戦略の関係に関する検討をお
こなった。 
 つづいて、中華人民共和国において調査を
実施した。さらに、中華人民共和国で行った
調査と同様の調査を、同一企業の ASEAN 域内
現地法人にて実施した。 
 
②本国と進出国間のＨＲＭシステムの相違
点の解明 
初年度は、本国と進出国間のＨＲＭシステ
ムの相違点の解明を、ＨＲＭ選択に関する経
路依存性の立場から検討した。加えて、白木
(2006)が主張している内部労働市場の外部
化に関する検討をおこなった。さらに、安室
(1999)や原口(2007)などを通じて、本国ＨＲ
Ｍとの整合性についての検討を行った。また、
Shenkar (1995)、Brewster (2001)のような、
本国との関連、即ちＨＲＭの経路依存性を論
じるアプローチに関する理論的検討も実施
した。その過程で、中華人民共和国において、
研究課題に適した数社に対してパイロット
調査を実施した。 
次年度以降は、理論的検討及びパイロット
調査を基礎とした現地調査を行った。中華人
民共和国において、本国ＨＲＭとの整合性の
是非などについて検討を行い、本国における
ＨＲＭ実践が、進出国のＨＲＭにいかなる影
響を与えているのか、それはＨＲＭシステム
内のどの部分（職務設計、インセンティブ・
システム、格付け制度など）なのか等につい
て調査を実施した。手法としては、本国と進
出国のＨＲＭの制度に関する文書、担当者に
対するインタビューなどを中心に、動的な比
較分析等を行った。 
つづいて、中華人民共和国で行った調査と
同様の調査を、同一企業の ASEAN 域内現地法
人にて実施した。これにより、中華人民共和
国で見られた現象が、経済の発展状況や社会
構造が異なる ASEAN 域内においても、同様に
見られるか否かを確認した。加えて、これま
での調査で明らかになった項目に関して定
量調査を行った。 
最終年度前半においてはASEANの中でも発

展が進んでいるタイにおいての追加的調査
を実施した。 
 
③ＨＲＭシステム定着過程の解明 
初年度は、ＨＲＭシステム定着過程の解明
を理論的に検討した。その際、古田(2004)や
張(2007)のような現地実情との適合に関す
るアプローチの検討を行った。 
次年度以降は、前年度の理論的検討をもと
に、中華人民共和国において、進出先におけ
るＨＲＭシステム定着過程に関する検討を
行った。ここでは、進出国においてＨＲＭを
どのように変容させながら現地に定着させ
ているのかについて調査を中心に実施した。 
さらに、経済の発展状況や社会構造が異な
る ASEAN 域内へ調査範囲を拡大した。 
 
  
４．研究成果 
 
①ＨＲＭ戦略類型の解明 
資本国籍別・業種別に各企業がいかなる戦
略を採用し、どのようなＨＲＭタイプを選択
しているのかについて検討を行った。その結
果、中華人民共和国において、類似条件下に
おいても、選択されるＨＲＭが資本国籍によ
って異なる傾向にあることを明らかにした。 
また、中華人民共和国で見られた現象は、
経済の発展状況や社会構造が異なるASEAN域
内においても、同様の傾向として確認できる
ことも明らかにした。 
 特に職務設計においては、資本国籍別に見
た際が顕著に見られる傾向にあった。同時に、
職務設計を最大限効果的に機能させるため
に、人事諸制度が設計されているため、ＨＲ
Ｍ施策に置いても資本国籍別差異が生じて
いることを明らかにした。 
 
②本国と進出国間のＨＲＭシステムの相違
点の解明 
 ①の発見事実より、各国企業が本国で採用
しているＨＲＭシステムの影響を受けてい
ることが確認された。特に、日系企業におい
てはその傾向が顕著に見られた。さらに、米
国系企業においても、同様の傾向が見られた。 
 一方、韓国系企業並びに中国系企業におい
ては、日系や米系企業ほど、本国の影響を受
けていないことが明らかにされた。 
 
 
③ＨＲＭシステム定着過程の解明 
 ①②にあるような現象が確認される一方、
進出国の現状に適応した職務設計やＨＲＭ
施策が徐々に採用されていることも明らか
になった。日系企業においては、本国と比較
して差が大きいインセンティブ・システムの
形成、長期雇用を前提としながら外部労働市
場における調達を意識したＨＲＭ施策、本国
よりも細分化された職務設計、多能工を意識
した異動方式の非活発化などが、進出後年数



を経るに従い採用されていることが明らか
にされた。 
 その要因として、外部労働市場における人
材確保の困難さ、望ましい水準を備えた人員
の採用などといった、労働力の調達面が大き
な影響を与えていることが明らかにされた。
資本国籍別にみると、米国系企業においては
日系企業よりもフレキシブルな対応がとら
れており、現地の状況に適応する速度は、日
系企業よりも米国系企業の方が速いことが
確認された。 
 また、ＨＲＭ施策について、職務設計やイ
ンセンティブ・システムとは関係が薄い部分、
たとえば福利厚生に関わる部分などにおい
ては、各国企業とも比較的早く、現地の実情
を勘案した独自の制度を導入していること
も明らかにされた。 
 換言すれば、職務設計、インセンティブ・
システム、異動方式などにおいては、現地の
実情を理解しつつも、本国方式の影響を強く
受けているといえる。しかし、その後労働力
調達の困難さに直面することで、本国方式の
修正を迫られ、多くの企業において、現地適
応を実施するというプロセスが共通してみ
られた。その際に、進出先法人において、現
地出身者が発言力のあるポストに就いてい
るか否かが現地適応の速度に影響している
ことも明らかにされた。 
 以上のように、①②③で明らかにされた発
見事実から、資本国籍によるＨＲＭシステム
の多様性が確認される一方、その多様性は、
職務設計やインセンティブ・システムにおい
ては、当初の本国ＨＲＭの移植に由来する経
路依存性に強く影響を受けていると結論づ
けられる。しかし、その他のＨＲＭ施策にお
いては資本国籍別の多様性はあまり見られ
ないことも付言しなければならない。 
 さらに、多様性が大きい部分に関しても、
労働力調達において困難が生じることを契
機として、現地の実情に合わせた形で適応を
図る結果、資本国籍別の多様性が収斂の方向
に向かっている状況であると結論づけられ
る。ただし、それは資本国籍のＨＲＭ多様性
を完全に解消するものではなく、ＨＲＭ多様
性は依然として残っていることにも留意し
ておく必要があるとの結論が得られた。 
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